
姫路市中小企業奨学金返済支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内中小企業の人材確保及び若年者の市内事業所就職促進を

図ることを目的として、兵庫県と連携して一般財団法人兵庫県雇用開発協会（以

下「協会」という。）が実施する中小企業奨学金返済支援制度事業補助金（以下

「協会補助金」という。）の対象となる中小企業の負担金額の一部を助成する姫

路市中小企業奨学金返済支援事業補助金（以下「補助金」という。）について、

協会が定める中小企業奨学金返済支援制度事業補助金交付要綱（平成２８年１２

月１日制定。以下「協会要綱」という。）及び姫路市補助金等交付規則（昭和４

３年姫路市規則第６０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする

。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「中小企業」とは、協会要綱第２条に規定する中小企

業をいう。  

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、中小企

業であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 協会補助金の交付決定を受け、事業を実施していること。 

⑵ 市内に本社（個人事業主にあっては、主たる事業所）を置いていること。 

⑶ 姫路市税を滞納していないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者と

しない。 

⑴ 姫路市暴力団排除推進条例（平成２４年姫路市条例第４９号）第２条第１号

に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員が事業を営んでいる者 

⑵ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第１３項に規定す

る接客業務受託営業（店舗型性風俗特殊営業に係るものに限る。）を営む者 

⑶ その他補助金の交付目的に則して適当でないと市長が認める者 

（対象職員） 

第４条 補助金の交付の対象となる従業員（以下「対象職員」という。）は、協会

要綱第５条に規定する補助対象従業員であって、補助対象者が奨学金返済支援金

（社内規程、就業規則、給与規程その他の規程において、当該対象職員に対して

奨学金の返済を支援するために支給するものとして明確に定められたものをいう。

以下同じ。）を支払った年度の末日において３０歳未満のものとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象者が、申請日の属する年度の前年度の４月１日から申請日の属する年度の

１２月３１日までに対象職員に支給した奨学金返済支援金（当該対象職員が当該

補助対象者に雇用された日の属する月を１か月目として６０か月目となるまでの

期間を対象に支払ったもののうち、当該対象職員が市内の事業所に勤務していた

期間に該当する部分に限る。附則第２項において同じ。）であって、協会補助金



として協会要綱第１３条第１項の規定により決定した額とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、１年につき、補助対象経費に４分の１を乗じて得た額とし、

当該額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

ただし、対象職員１人につき３万円を限度とする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、協会補

助金の確定通知を受けた後、姫路市中小企業奨学金返済支援事業補助金交付申請

書兼実績報告書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 補助対象従業員の氏名・住所・補助金交付申請額に係る調書（様式第２号） 

⑵ 協会補助金の交付申請書及びその添付書類の写し並びに補助金額確定通知

書の写し 

⑶ 姫路市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書（様式第３号又は様式第３

号の２） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、補助金の交付を申請する年度ごとに市長が定める期間内に交付申

請をしなければならない。 

（交付決定等） 

第８条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し、補

助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 前項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは、姫路市中小企業奨

学金返済支援事業補助金交付可否決定書（様式第４号）により、申請者に通知す

るものとする。 

（権利譲渡の禁止） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」と

いう。）は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供しては

ならない。 

（申請事項の変更） 

第１０条 交付決定者は、申請事項に変更があるとき又は事業を中止し、若しくは

廃止しようとするときは、姫路市中小企業奨学金返済支援事業補助金事業変更・

廃止（中止）申請書（様式第５号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に

提出しなければならない。ただし、軽易な変更で市長が認めるものについては、

この限りでない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し変更・廃

止（中止）の可否について、姫路市中小企業奨学金返済支援事業補助金変更・廃

止（中止）決定通知書（様式第６号）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 交付決定者は、補助金の交付を受けようとするときは、姫路市中小企業

奨学金返済支援事業補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、補助金を支払うものとする。 



（交付決定の取消し等） 

第１２条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 交付決定者から辞退の申出があったとき。  

⑵ 協会補助金の交付決定が取り消されたとき。 

⑶ 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。 

⑷ この要綱の規定に違反したとき。 

⑸ その他市長が補助金の交付を不適当であると認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、当該

取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、速やかに交付決定

を取り消した者に対し姫路市中小企業奨学金返済支援事業補助金返還命令書(様

式第８号)により、当該取消しに係る部分又は変更による減額部分について、期

限を定めてその返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、やむを得ない事情があると認めたときは、前項の規定により定めた期

限を延長することができる。 

（補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年 ３月１３日から施行する。 

（適用） 

２ この要綱の規定は、令和６年４月１日以後に対象職員に支給された奨学金返

済支援金について適用する。 


